
1 母子及び寡婦福祉法等の改正

（1）経緯

近年、離婚の急増など母子家庭等をめぐる状況が変化する中で、母子家庭等の自立の促進を

図りながら、その児童の健全な成長を確保することが重要な課題となっている。

こうした状況を受けて、母子家庭等に対する生活支援策の充実、就業支援策の強化、扶養義

務の履行の確保、児童扶養手当制度の見直し等の措置を講ずることにより、総合的な母子家庭

の自立支援策を推進するため、「母子及び寡婦福祉法」、「児童扶養手当法」、「児童福祉法」及

び「社会福祉法」の改正を盛り込んだ「母子及び寡婦福祉法等の一部を改正する法律案」が国

会に提出され、平成14（2002）年11月22日に成立し（平成14年法律第119号）、平成15（2003）

年４月１日から施行された。

（2）概要

改正法の概要は、次のとおりである。

①生活支援策の充実

母子家庭等が自立するためには、安心して子育てと仕事を両立できるよう支援することが重

要であることから、子育て短期支援（ショートステイ、トワイライトステイ）事業の法定化、

母子家庭等日常生活支援事業の拡充が行われるとともに、保育所の優先入所が規定された。

②就業支援策の充実

母子家庭の経済的な自立を図る上で、就業は大変重要なものであることから、今回の改正で

は、就業支援策について大幅な拡充が行われた。

具体的には、都道府県等において就業相談や職業能力の向上などを行うことを内容とする総

合的な就業支援事業や、母子家庭の母が教育訓練講座を受講した場合に授業料の一部を支給す

ることなどを内容とする母子家庭自立支援給付金事業が創設されるとともに、公共的施設にお

ける雇入れの促進等が規定された。

③養育費確保の推進

養育費の確保を推進するため、児童を監護しない親は養育費を支払うよう努めるべきこと、

児童を監護する親は養育費を確保できるよう努めるべきこと、国及び地方公共団体は養育費確

保のための環境整備に努めるべきことが規定された。

④児童扶養手当制度の見直し

児童扶養手当制度については、離婚直後の一定期間に重点的に給付することにより、離婚等

による生活の激変を一定の期間、緩和しつつ、母子家庭の自立を促進する制度に改める必要が
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あることから、３歳未満の児童を監護している場合や障害を有する場合など自立が困難な母子

家庭に配慮しながら、手当の受給期間が５年を超える場合には、それ以後、手当を一部減額す

る制度が導入された（この制度の導入により受給者が実際に一部減額されることとなるのは平

成20年度からである。）。

⑤国及び地方公共団体における総合的な自立支援体制の整備

母子家庭等の自立を図るためには、生活支援策、就業支援策、養育費の確保策、経済的支援

策を総合的、計画的に推進することが不可欠であることから、厚生労働大臣は、母子家庭及び

寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針（基本方針）を定めること、実際

に母子家庭等施策を実施する都道府県、市及び福祉事務所設置町村においても、基本方針に即

して、母子家庭及び寡婦自立促進計画を定めることができることが規定された。

2 母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法の制定

（1）経緯

前述のとおり、母子家庭の母については、生活支援策、就業支援策、養育費の確保策、経済

的支援策といった総合的な自立支援策を実施するために、母子及び寡婦福祉法などの関連法律

が改正され、児童扶養手当については、支給開始から一定期間を経過した場合等における一部

減額措置が導入されることとなった。こうした中で、その就業を確保することが従前にも増し

て強く求められているところであるが、我が国の昨今の経済情勢は非常に厳しく、子育てと生

計の維持を一人で担わなければならない母子家庭の母は、就業面で一層不利な状況に置かれて

おり、その生活も厳しいものとなっている。

こうした状況に対処するため、母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法が平成15

（2003）年7月17日に成立（平成15年法律第126号）し、平成15（2003）年８月11日から施行さ

れた。なお、同法は平成20（2008）年３月末までの時限立法となっている。

（2）概要

特別措置法の概要は、次のとおりである。

①母子家庭の母の就業支援策の充実

平成20（2008）年３月末までの期間（以下「対象期間」という。）に係る母子及び寡婦福祉

法の基本方針については、母子家庭の母の就業に関する状況を踏まえ、その就業の支援に特別

の配慮がなされたものとしなければならないこと、 厚生労働大臣及び関係行政機関の長は、

基本方針において母子家庭の母の就業の支援に関して講じようとする施策の充実が図られるよ

う、相互に連携を図りながら協力しなければならないこと、母子及び寡婦福祉法の自立促進計

画を策定する都道府県等は、対象期間に係る自立促進計画については、基本方針に即し、母子

家庭の母の就業の支援に特別の配慮がなされたものとしなければならないことが規定された。
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②国会に対する報告等

政府は、国会に対し、対象期間に係る各年度における母子家庭の母の就業の支援に関して講

じようとする施策を明らかにした文書を提出するとともに、その実施状況を報告しなければな

らないことが規定された。

③母子福祉資金貸付金の貸付けに関する特別の配慮

政府は、対象期間に係る母子福祉資金貸付金の貸付けについて、母子家庭の母の就業が促進

されるように特別の配慮をして、貸付条件に関する政令を定めなければならないことが規定さ

れた。

④民間事業者に対する協力の要請

国は、民間事業者に対し、母子家庭の母の就業の促進を図るために必要な協力を求めるよう

に努めることが規定された。

⑤母子福祉団体等の受注機会の増大への配慮

母子家庭の母の就業を促進するに当たっては、母子福祉団体等が大きな役割を果たすことか

ら、国は、物品及び役務の調達の場合には、予算の適正な執行に留意しつつ、母子福祉団体そ

の他母子家庭の母の福祉を増進することを主たる目的とする社会福祉法人、民法法人又は特定

非営利活動法人であって、その受注に係る業務を行う者が主として母子家庭の母であるものの

受注の機会の増大が図られるように配慮することが規定された。

⑥地方公共団体の施策

母子家庭の母の就業支援について地方公共団体の果たす役割は極めて大きいことから、地方

公共団体は、④⑤の国の施策に準じて、母子家庭の母の就業の促進を図るために必要な施策を

講ずるように努めることが規定された。

3 地方自治法施行令の一部改正

（1）経緯

平成16（2004）年６月に実施された第５次構造改革特区の提案募集において岐阜県が提案し

た「地方公共団体における一定の政策目的達成のために必要な随意契約の対象範囲の拡大の要

望」に対して、総務省は、「一般競争入札が原則という枠組みを維持しつつ、障害者福祉の増

進やベンチャー企業の育成といった一定の政策目的のために必要な随意契約を締結することが

できるよう、提案を踏まえ、地方公共団体の随意契約の対象範囲を見直し、措置する。」とい

う方向で全国規模で規制緩和することを表明し、この方針は同年９月に開催された構造改革特

別区域推進本部において決定された。その後、この決定に基づいて、地方自治法施行令（昭和

22年政令第16号）の一部が改正され、平成16（2004）年11月10日に施行された。
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（2）概要

地方自治法施行令の一部改正によって、随意契約の方法により契約を締結することができる

場合の見直し（地方自治法施行令第167条の２第１項関係）が行われ、随意契約の方法により

契約を締結することができる場合として、母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第６

条第６項に規定する母子福祉団体が行う事業でその事業に使用される者が主として同項に規定

する配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの及び同条第３項に規定する寡婦であるも

のに係る役務の提供を当該母子福祉団体から普通地方公共団体の規則で定める手続により受け

る契約をするときが規定された。

これによって、当該母子福祉団体から役務の提供を受ける契約をするときは、一般競争入札

や指名競争入札ではなく、随意契約の方法により契約を締結することができることとなった。

例えば、清掃業務の委託契約等が対象となる。

4 児童扶養手当法の一部改正

（1）経緯

政府においては、昨年11月30日の「三位一体改革について」（政府与党合意）を経て、「平成

18年度予算編成の基本方針」を閣議決定し、国と地方に関する「三位一体改革」を推進するた

め、平成18年度までに４兆円程度の国庫補助負担金改革、３兆円規模の税源移譲を実現するこ

とにより、地方の権限と責任を拡大し、真に住民に必要な行政サービスを地方が自らの責任で

自主的、効率的に選択できるようにするとともに、国・地方を通じた簡素で効率的な行財政シ

ステムの構築を図ることとした。このような政府の方針を受け、児童扶養手当における国庫負

担の割合の見直し等の措置を講ずる「国の補助金等の整理及び合理化等に伴う児童手当法等の

一部を改正する法律案」が国会に提出され、平成18（2006）年３月31日に成立し（平成18年法

律第20号）、平成18年４月１日から施行された。

（2）概要

児童扶養手当については、母子家庭の自立に向けた総合的な支援に関する地方の役割等にか

んがみ、その支給に要する費用負担の割合を、従来の国４分の３、都道府県等４分の１から、

国３分の１、都道府県等３分の２とされた。さらに、都道府県知事等は、児童扶養手当の受給

資格者（母に限る。）に対し、就業支援その他の自立のために必要な支援を行うことができる

ことが明記され、また、当該支援について、地域の実情を踏まえ、厚生労働大臣に対して意見

を申し出ることができることが規定された。




